
 

 1

第１４回東北圏広域地方計画協議会 検討会議 幹事会 議事要旨 

１． 日時 

平成 22 年 2 月 5 日（金）14：00～15：30 

 

２． 場所 

東北地方整備局 2Ｆ 大会議室 

 

３． 議事 

（１）計画のフォローアップ（モニタリング指標）について 

（２）取組推進 PT 全体会議の報告について 

（３）今後のスケジュールについて 

（４）その他 

 

４． 本会議の主な決定事項 

・ 計画のフォローアップ方法等について了承いただいた。 

・ 取組推進ＰＴ及び今後のスケジュールについて確認いただいた。 

 

５． マスコミ関係出席者 

社 名 所 属 役 職 氏 名 

日刊建設工業新聞社 東北支社 編集次長 奥田 康之 

株式会社 建設新聞社 編集部三課 課長 久保田 伸二 

時事通信社 仙台支社編集部 次長 伊藤 精哉 

株式会社 日刊建設通信新聞社 東北支社 記者 佐藤 俊之 

日刊 建設産業新聞社 東北支社 編集委員 大関 辰郎 

 

６． 主な発言内容 

（１）計画のフォローアップ（モニタリング指標）について 

＜全体の進め方について＞ 

●事務局 

・ 全体的な進め方に関しては、特に意見が無いようなので、事務局案を基本に進めさせて

いただきたい。なお、細かな部分については、今後も協議を重ねていきたいと考えてお

り、その際にはご助言等いただければありがたい。 
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＜具体的取組内容の調査実施方法について＞ 
●秋田県 

・ 別添資料３の具体的取り組みについて確認したい。 

・ 具体的取り組みについて下線がひかれ関係機関名が示されている。 

・ これについて、本県に関わるところで「北海道・北東北３県の連携により…」の関係機

関名が青森県となっているが、これは青森県がとりまとめるという認識でよいのか。 

●事務局 

・ 計画に記載されたプロジェクト内容は、構成機関のみなさまからご意見をいただき整理

したものである。 

・ 関係機関名は、その際に特にご意見をいただいた機関について例示で名称をあげさせて

いただいたものである。 

・ よって、名称を記載していない他機関についてもご提言等あれば是非寄せていただきた

いと考えている。 

●秋田県 

・ 例えば、ここに挙げられている具体的プロジェクトについて、県内で取組みがあれば関

係機関名に記載がなくてもあげていくという認識でよろしいか。 

・ また、このリストに挙げられていない取組についても、県内で取り組みがあれば記載す

るということでよろしいか。 

●事務局 

・ そう認識していただければ結構である。 

・ 別添 3の資料で挙げている関係機関名はサンプルであり、各県にお願いしたい事項とし

ては、各県でその年に実施した具体的な取り組み内容を確認し記載いただきたい。 

・ 各県からいただいた取組実績の情報を推進室で集約してとりまとめたいと考えている。 

 
＜モニタリング指標の調査実施方法及び公表方法について＞ 
●東北経済産業局 

・ モニタリング指標、進捗状況の評価の実施体制について確認したい。 

・ 「モニタリング指標の進捗状況の検証」について、モニタリング指標（案）に記載され

ている指標値の把握は整備局で対応するのか、それとも関連する各省庁が提出するのか。 

●事務局 

・ 指標は関連する機関でまとめていただくように考えている。 

・ 関連機関において指標値の記入をお願いし、推進室で集約する段取りで考えている。 
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・ なお、現時点では指標が多いため、今後国計局と調整して減らす方向で調整していきた

い。 

●東北経済産業局 

・ モニタリング指標とプロジェクトの進捗評価について、個人的な感想であるが意見を述

べたい。 

・ 俗に言う行政（業績）評価では、アウトプットであるプロジェクトの進捗状況を整理し

て、その後にアウトカムとなる指標を評価するというのが本来の評価の考え方ではない

かと認識している。 

・ 本日の会議資料をみていると、アウトカムとアウトプットの作業手順が逆のような印象

を受けた。 

・ ただし、行政評価の取組みについては、地方単位では上手くいかない事例が多く、経済

産業局においても 3年程試行したが、政策決定・予算決定の権限を持たない地方局単位

でこういった評価を行うのは正直難しいと感じているところである。 

●事務局 

・ 別添 4のとりまとめイメージを参照いただきたい。 

・ 公表の際には、この資料に示した通り、まずプロジェクトの進捗状況を整理し、その後

にモニタリング指標を補足的に掲載するといったまとめ方を想定している。 

・ 別添 2-1 の指標一覧をそのまま一般に公表することはイメージしていない。 

・ また、別添 4についても現時点の案を示したものであり、表現方法はこれにとらわれる

ものではないと考えており、より良い表現があれば提案していきたいと考えている。 

 

（２）取組推進 PT 全体会議の報告について 

＜今後設立予定ＰＴの主査機関から進捗状況の報告＞ 

●東北経済産業局 

・ 東北経済産業局では、国交省から自立調査（「広域ブロック自立施策等推進調査費」）の

予算をいただき、４テーマを検討中である。 

（低炭素社会（「環境・エネルギー技術を中心とした持続可能な低炭素社会の形成」／もの

づくり（イノベーティブなものづくり産業の集積促進）／農商工連携（農商工連携など地

域資源を活用した地域の活性化）／グローバルゲートウェイ（東アジアと太平洋地域を結

ぶゲートウェイ機能）） 

・ 進め方としては、事前に検討のたたき台をつくった上でＰＴメンバーを召集する方法を

とりたいと考えていることから、現時点ではＰＴの中で取り上げるべき内容を把握する
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ための先行的な調査を実施しているところである。 

・ 調査結果は今月末を目処に固める予定であり、来月以降ＰＴへ移行できるようそれぞれ

のワーキンググループごとに調整を図りたいと考えている。 

・ 各ワーキングが上手く進み、農水省等他機関との連携が進めばと期待している。 

●東北森林管理局 

・ 低炭素社会構築ＰＴについて状況報告したい。 

・ 来週を目処に構成機関へ参加意向確認を行い、今年度中を目処にＰＴ立ち上げを目指し

ている。 

・ ＰＴの検討テーマとしては、二酸化炭素吸収源としての森林関係の対策がメインと考え

ている。 

・ これについては、各県でも独自に取り組みが進んでいるものと思われるが、まずは積極

的にＰＴに参加いただき、情報共有・情報交換を行いながら連携による新たな取組が見

つけられればと期待しているところであり、是非ご協力をお願いしたい。 

●東北地方整備局 企画部 広域計画課 

・ 東北発コンパクトシティ取組推進ＰＴについて状況報告をしたい。 

・ 今年度、２月 22 日に設立会議を開催しＰＴを設立する予定である。 

・ 現在の参加意向確認状況については、東北地方整備局が主査となり９機関が参加意向を

示している。 

・ 現在募集中のモデル都市について、これまで秋田県横手市のみであったが、昨日新潟県

長岡市から申し入れがあり、今日現在で 2都市が参加申し込みとなっている。 

・ なお、今後も参画にあたり各県・市町村へＰＲ活動を継続していきたいと考えており、

協力をお願いしたい。 

 

※会場からの意見は特になし 

 

（３）今後のスケジュールについて 

＜Ｈ22 年度取り組み予定 各県総合計画との関連分析について＞ 

●福島県 

・ 資料３の「その他の取組み」の中の「各県総合計画との関連分析」について確認したい。 

・ 福島県においても、４月から新総合計画がスタートする予定である。 

・ さきほどの事務局説明の中で、「（広域地方計画と各県総合計画の目指す方向性は）結果

として同じ」との説明があったが、県の総合計画は地域の独自性を持つものであり、広
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域地方計画と同じである必要は無いのではないか。 

・ 関連分析ということで、総合計画の進捗状況や、テーマ・施策などを、こちらへ報告す

る必要について、もう一度詳しくご説明いただきたい。 

●事務局 

・ 福島県の発言はもっともである。 

・ これまでの広域地方計画の検討経緯においても、各自治体それぞれの計画を拘束するも

のではないということを前提に進めてきた。 

・ 関連分析を行う趣旨は、各県の総合計画で先行して取り組まれている良い取組について

は、広域地方計画の中にも柔軟に取り入れていくために参考整理をしたいということで

ある。 

・ よって、各県の計画を広域地方計画と同一のものにしようというものではない。 

●事務局 

・ 関連分析については、本省からの指示で行うものではなく、また結果を本省に提出する

ものでもない。 

・ 趣旨としては、各県の総合計画と広域地方計画の相違もしくは類似を把握しておきたい

ということである。 

●福島県 

・ 各県が総合計画をもとに主体性を持って切磋琢磨しながら東北圏として頑張っている。 

・ 各県の計画には、それぞれ目玉があり、そこにはコアな部分があり、そういった個性を

持ち各県が競争し合ってこそ地域活性化というものがあるのではないか。 

●事務局 

・ 関連分析によって、各県の計画を否定するものではなく、各県の計画における独自性や

類似性を整理させていただくという趣旨である。 

●事務局 

・ 本計画が裾野の広い取組になっていくために、各県・構成機関の取り組み、また市町村

の取組や各地域独自の取組についても広域地方計画を通じて普及することができれば

と考えている。 

・ そういった中で、中核的な位置を占めている各県総合計画の取組をもとに、整合するも

のは活用し、独自の発展を目指すものは評価するといったことで、東北圏全体の状況を

適切に確認していきたいという趣旨である。 

 

＜Ｈ22 年度取り組み予定 重点施策シンポジウムについて＞ 
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●東北地方環境事務所 

・ 重点施策シンポジウムの概要について、補足的に今の状況をご紹介したい。 

・ このたび、東北地方整備局等々と連携してシンポジウムの開催に向けた検討を進めてい

る。 

・ 主に阿武隈川流域の諸々の問題への対応策について議論する内容になろうかと思われ

る。 

・ 開催概要としては、有識者による基調講演、パネルディスカッション、流域で活動する

方々の活動報告などを予定し検討を進めている。 

●事務局 

・ ただいまご紹介いただいたように、各分野の取組みがあった場合に、それを基調とした

シンポジウムなどを通じて取り組みを発信し、また新たな意見をいただくということは

非常に有意義だと考えている。 

・ 他にも各分野の取組事例があればご相談、ご紹介いただきたい。 

 

（４）その他 

＜Ｈ22 年度予算について＞ 

●国土計画局広域地方計画課 

・ 「平成 22 年度国土計画局関係予算概要／平成 22年 1 月」について参考資料として配布

した。 

・ 昨年 11 月の行政刷新会議・事業仕分け WG において、国土計画局関係予算についても、

議論や厳しい指摘をいただいた。 

・ その結果、広域地方計画の推進費についても予算計上が認められなかった。また調査費

についても全体として大幅な縮減となっている。 

・ 国土計画局として各圏域において計画の推進をお願いしているところではあるが、予算

については諸般の事情をご理解いただきたい。 

・ 政権交代以降、広域地方計画に対する国土計画局としての考え方（スタンス）を非公式

の形で説明を行ってきたところであり、本日もこの場を借りてお話させていただきたい。 

・ 昨年 8月の計画決定後、９月に新政権がスタートした。 

・ その後政策課題について逐次説明を行っている状況であり、広域地方計画についても国

土計画局長から副大臣や政務官への説明を行い、一定の理解は得られたと認識している。 

・ 地方の声を吸い上げ、地方のニーズに対応した計画であるということや、開発を基調と

した計画から、少子高齢化・成熟社会を迎えた国土の利用・保全も含めたプロジェクト
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を掲載しているということなどからご理解をいただき、大臣の指示のもと 21 世紀に向

けた国土形成計画を見ていきたいといったコメントをいただいたと確認している。 

・ こういった状況を踏まえて広域地方計画については今後も計画を推進していきたいと

考えており、国の機関、地方公共団体の方には引き続き、ご協力・施策提案をお願いし

たい。 

・ 一方で、新たな治水対策についても別途河川行政分野で検討が始まっている状況。 

・ これを踏まえて、国土計画局においては広域地方計画をただちに見直し・修正するとい

うことは現時点では考えていないが、社会資本整備や公共事業の見直しの動きを踏まえ

た対応は今後必要になるものと思われる。 

・ その点をご理解いただいた上で、引き続きのご理解とご協力をお願いしたい。 

●事務局 

・ 国計局から予算の説明があったが、国土交通省関係予算についても、従来の個別の交付

金・助成金制度に替えて、主体事業に合わせて付帯事業も実施できるような、社会資本

整備全体に関わる一元的な総合交付金制度への転換を予定している。 

・ これにより、必要な事業の取捨選択の判断が県に委ねられる仕組みへと変わるため、今

後は県が主体となって進められる取組が多く出てくるものと考えている。 

・ こういったことからも、県の取組で先行的に進めるモデル事例がある場合、その独自性

や連携の有効性をご報告いただければありがたいと考えている。また、そういったモデ

ル事例を、特に市町村において参考になるような形で紹介できれば、広域地方計画の裾

野が広がるものと考えている。 

●東北経済産業局 

・ 国土交通省の予算の関係でお聞きしたい。 

・ 現在ＰＴを推進している中で使わせていただいている広域ブロック自立調査等の調査

費は廃止されたということか、それともまだ継続されるということなのか確認をお願い

したい。 

●国土計画局広域地方計画課 

・ 活用していただいていた調査費については廃止となっている。 

・ 今後は推進室（整備局・運輸局）に対して調査費がつけられ、それを執行していくよう

になる。 

 

＜東北大学との連携によるシンポジウムについて＞ 

●東北経済連合会 
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・ 東北大学との連携によるシンポジウムのチラシが配布されたが、このチラシはＨＰに掲

載する予定か教えていただきたい。 

・ ＨＰに掲載していただければ、連合会の会員向けメールマガジンなどで告知することが

できることから確認いただければありがたい。 

●事務局 

・ ＨＰへも掲載する予定である。 

・ 本日の幹事会でご紹介してからと考えていたため、まだＨＰへのアップは行っていなか

ったが、早速週明け月曜日にはアップしたいと考えている。 

 

以 上 


